
第 1 章
東アジアの経済発展とNIES の役割

――対外直接投資を中心に――

Ⅰ 問題の所在とその背景

本章の目的は，１９８０年代後半以降の東アジア経済の発展に果たした NIES

の役割を対外直接投資に注目して明らかにすることである。NIESの対外直

接投資に注目したのは次のような問題意識からである。第１点は，８０年代

後半以降，外国直接投資が急伸張し，貿易と並ぶ世界経済の牽引車としての

役割が認識されるようになったのと歩調を合わすように，NIESの対外直接

投資が急速に拡大し，世界経済への影響力を強めたためである。周知のよう

に NIESは，６０年代以降外国直接投資の導入に基礎をおく輸出志向工業化

を推進し，世界の供給基地として先進国経済に組み込まれるなかで高度経済

成長を達成してきた。しかし８０年代末以降は，直接投資を積極的に活用す

ることによって産業構造高度化を追求するという方向を鮮明にしはじめ，９０

年代半ばには早くも自立した直接投資国としての存在を高めている。表１に

みるように NIESの対外直接投資は，８０年代末から飛躍的な拡大をみせる

が，８７年から９２年の年平均で見た対外直接投資フローは世界の対外直接投

資フローのわずか４．４％を占めるにすぎなかった。一方，この間の日本から

のそれは年平均１６．９％ときわめて高いシェアを記録した。特に対東アジア

地域投資においてはこの時期の日本のシェアはきわめて大きなものであった。



しかし９３年以降は日本のシェアが急速に低下するのと対照的に，NIESの

シェアが大きく上昇し，アジア通貨危機が発生するまでの４年間は世界の対

外直接投資フローに占める NIESのそれは１０％台にまで高まったのである。

第２点は，この時期の NIESの対外直接投資が東アジア地域を主たる投資

国として拡大してきたことから，東アジア経済にどのような影響を与えてい

るのかに注目する必要があるということである。表２に示すように，ASEAN

４（タイ，マレーシア，インドネシア，フィリピン）および中国の直接投資認可

統計をみると，外国直接投資認可総額に占める NIESのシェアは，１９８８年

以降，急速に上昇しはじめる。ASEAN４においては９６年以降に再び逆転

されるまで日本を上回った。また中国においては外国直接投資の６割から８

割が NIESからのものとなっている。このような NIESの東アジア向け直接

投資の増大は，その対外直接投資の増大と同時期に進展している。

第３の問題意識は，このように存在感を増した NIESの対外直接投資に関

する関心が米国や日本など先進諸国からのそれに対する関心と比較するとま

だ十分であるとは言えないことである。例えば日本企業の直接投資による東

表１ 世界の対外直接投資フローに占めるNIES のシェア

（単位：１００万ドル，％）

１９８７�９２ １９９３ １９９４ １９９５ １９９６ １９９７

世界合計
NIES小計
韓 国
台 湾
香 港
シンガポール
NIESの対世界比
参考：日本
日本の対世界比
途上国合計
NIESの対途上国比

１９８，６７０
８，７８４
９１０
３，５０７
３，５２０
８４７
４．４

３３，５４９
１６．９
１３，９４６
６３．０

２３７，４２５
２３，８１６
１，３４０
２，６１１
１７，７１３
２，１５２
１０．０
１３，８３４
５．８

３９，７５０
６９．９

２８４，９１５
３１，１５５
２，４６１
２，６４０
２１，４３７
４，５７７
１０．９
１８，５２１
６．５

４２，６００
７３．１

３５８，５７３
３７，７８６
３，５５２
２，９８３
２５，０００
６，２８１
１０．５
２２，６３０
６．３

５２，０８９
７２．５

３７９，８７２
４１，３１８
４，６７０
３，８４３
２６，５３１
６，２７４
１０．９
２３，５２８
６．２

５８，４９７
７０．６

４７５，１２５
３８，８００
４，４４９
５，２２２
２４，４０７
４，７２２
８．２

２５，９９３
５．５

６５，０３１
５９．７

（注）１９８７年から９２年の数字はこの期間の年平均値である。
（出所）UNCTAD, World Investment Report２０００.

４★



アジア進出に対しては，日本本国およびその受け手である東アジア諸国のみ

ならず世界の研究者の関心を大いに集め，その研究成果は膨大な量にのぼる。

その一方，NIESなど発展途上国の対外直接投資に関しては，資本が豊富な

北の諸国から資本が不足している南の諸国へというそれまでの一方的な資本

表２ ASEAN４・中国の外国直接投資受入総額に占める主要投資国のシェア

（単位：１００万ドル，％）

被投資国 ASEAN４ 中 国

投 資 国 NIES 日 本 米 国 NIES 日 本 米 国

１９８７
８９６．１ １，１５４．３ ３８３．７ １，６０９．５ ２１９．７ ２６２．８
（２３．３） （３０．１） （１０．０） （６９．５） （９．４） （１１．３）

１９８８
２，６４７．０ １，１３９．７ １，１５５．１ ３，６０３．２ ２７５．８ ３７０．４
（３３．６） （１４．５） （１４．６） （６８．０） （５．２） （７．０）

１９８９
３，３８７．２ ２，６５２．８ ８０１．１ ３，２７１．０ ４３８．６ ６４０．５
（３２．２） （２５．２） （７．６） （５８．４） （７．８） （１１．４）

１９９０
６，５５０．９ ５，１４４．８ ６６３．９ ３，９３６．８ ４５７．０ ３５７．８
（３４．９） （２７．４） （３．５） （５９．７） （６．９） （５．４）

１９９１
５，４７３．６ ３，０９８．３ １，２４４．５ ７，４０６．３ ８１２．２ ５４８．１
（３０．８） （１７．４） （６．９） （６１．８） （６．８） （４．６）

１９９２
４，５１２．８ ２，９８２．０ ２，７３１．６ ４７，０００．６ ２，１７２．５ ３，１２１．２
（２２．９） （１５．２） （１３．９） （８０．６） （３．７） （５．４）

１９９３
６，５３８．５ １，９００．２ １，５０２．５ ９４，４１４．３ ２，９６０．５ ６，８１２．７
（５２．３） （１５．２） （１２．０） （８４．７） （２．６） （６．１）

１９９４
１５，２６３．９ ２，４６１．６ １，６７７．６ ５７，９５０．５ ４，４４０．３ ６，０１０．２
（４７．８） （７．７） （５．２） （７０．１） （５．４） （７．２）

１９９５
６，２６８．９ ５，２６３．１ ３，７２３．２ ５８，５０８．７ ７，５９２．４ ７，４１１．１
（１３．２） （１１．１） （７．８） （６４．０） （８．３） （８．２）

１９９６
８，０１６．４ ８，７７４．０ １，３６４．６ ３９，０９３．５ ５，１３０．７ ６，９１５．７
（２２．５） （２４．５） （３．８） （５３．３） （７．０） （９．４）

１９９７
９，２８６．８ ７，６６７．３ ３，０４７．０ ２７，６８７．０ ３，４０１．２ ４，９３６．５
（１７．６） （２１．９） （７．０） （５４．３） （６．７） （９．７）

（注）上段：投資受入金額（認可ベース），下段（ ）：シェア
（出所）各国政府の対外直接投資認可統計表より作成。
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の流れを変えるものとして，あるいは第三世界企業の多国籍化としての注目

から出発したものが多く（１），米国や日本など先進諸国の対外直接投資研究と

比べるとその研究成果はまだ豊富とは言えない。対外直接投資の歴史が浅い

ことに加えて，先進諸国と比較して信頼できる諸データが整備，公表されて

いないことも研究の進展を妨げている要因としてあげられよう。さらに NIES

間でも経済構造，産業構造，企業構造が異なっており，外国直接投資に関し

て NIESとしてまとめることは容易ではない。このためこれまでの研究成果

のほとんどが韓国，台湾といった国別分析にとどまっている。しかし NIES

が１９７０年代以降，輸出と高い経済成長率で世界経済に大きな衝撃を与え，

「NIES」としての呼称を与えられたように，８０年代末以降の NIESの対外直

接投資国としての存在感の急速な高まり，および投資対象国・投資分野等に

みるその類似性の背後には，NIES共通の課題が潜んでいると想定できよう。

特に８０年代後半以降，東アジア地域に広範に生起している比較優位構造の

絶え間ない変動に，NIESの対外直接投資は大きくかかわっている。

第４点は，自立した投資国としての地位を NIESが今後も維持できるかと

いう問題意識である。周知のように NIESの経済発展は圧縮型経済発展と言

われる（２）。これは，NIESが直接投資や技術導入によって，短期間に先進工

業諸国の工業化の成果を内部化することによって，すなわち後発者の利益を

十分に活用することによって，輸出拡大→工業化促進→経済成長というプロ

セスを性急に追求してきたことに示されている。しかし今日の直接投資の時

代を背景として，工業化のキャッチアップの時間は NIESが経済発展を目指

した時代よりさらに短縮し，後発国ほど工業化達成にかかる時間が短くなっ

ている。日本から NIESへ，NIESから ASEAN４へと続いてきた東アジア

の雁行形態的発展は，現在，中国産業の急速な台頭と日本や台湾などにみら

れる国内産業の空洞化現象からみて，すでに崩壊したという見解も聞かれる。

さらに NIESの主要な投資先である ASEAN４のみならず，韓国をはじめと

する NIESも，アジア通貨危機によって大きな影響を被った。アジア通貨危

機は NIESの対外直接投資にどのような影響を与えたのであろうか。これが
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第５点目の問題意識である。

本章の目的は，こうした問題意識を踏まえて NIESの対東アジア向け直接

投資が東アジア経済の変容に果たした役割を明らかにすることである。第Ⅱ

節では，１９９７年のアジア通貨危機発生までの NIESの対外直接投資の歴史

的展開をたどるなかで，８０年代末以降，特に東アジア地域へとその投資の

流れが傾斜してゆくプロセスを追う。第Ⅲ節では対外直接投資の拡大要因を

明らかにするとともに，東アジア経済の発展に果たした NIESの役割を検証

し，NIESの対外直接投資の特質を明らかにする。第Ⅳ節では，アジア通貨

危機以後の対外直接投資の動向とその含意を検討し，NIESの対外直接投資

戦略の変化を明らかにし，むすびとする。

Ⅱ NIESの対外直接投資の歴史的展開とその特徴

既述したように，１９８０年代末以降 NIESは，世界の直接投資フローにお

いて大きな存在感を表しはじめるのと軌を一にするように，東アジア地域へ

の外国直接投資フローを左右するほどの大きな影響力をももつ存在となった。

NIESの対外直接投資が注目されはじめたのは７０年代の欧米市場において

であるが，この短期間に対外直接投資はどのような展開をたどり東アジアへ

の傾斜を強めたのであろうか。

なお本論に入る前に，本章で用いる直接投資統計についてここで記述して

おきたい。韓国，台湾は政府の公表統計を使用するが，香港，シンガポール

は受入国側の認可統計を使用する。香港の場合は，国際収支ベースの対外・

対内直接投資統計が公表されたのが１９９８年からであること，シンガポール

の場合は，９０年に直接投資の推計方法が大幅に改定されたためそれ以前の

データと接続できないという難点があるためである。また台湾の場合，最大

の投資先となった中国への直接投資は第三地経由の間接投資しか認められて

いないため別表にまとめられている上，政府の認可を経ずに中国へ進出した
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企業の実態を明らかにするために，台湾政府が９３年に「在大陸地域投資・

技術合作強化弁法」を施行し追加の認可申請を義務づけたため，９３年とそ

の前後では対中投資の規模が大きく異なっていることに注意が必要である。

さらに投資受入国の認可統計で NIESの直接投資の実態をみる場合には，

以下のような注意が必要である。第１は NIESからの直接投資額には，NIES

に直接投資で入ってきた外国企業による対外直接投資が多く含まれている可

能性が高く，直接投資は実態より過大に評価されていることである。特にシ

ンガポール，香港は，先進国企業による近隣アジア諸国への直接投資の中継

地として活用されることが多い。第２に，政府の為替管理や資本流出規制を

回避するため投資企業が政府に報告しないケースが多いと推察され，この場

合直接投資は第１点目とは反対に，実態より過小評価されている。

以上のように直接投資統計上の種々の制約があることに加えて，企業の直

接投資活動に関するデータも十分でないため，現在までのところ NIES企業

の対外直接投資の実態はつかみにくい。このため個別国・地域の産業別・企

業別の実態は他章に譲り，ここでは日本との比較によって NIESの共通項を

抽出するにとどめる。

１．対外直接投資の歴史的展開

�１ 対外直接投資の胎動期（１９７０年代から８０年代半ばまで）

NIESの対外直接投資の歴史は，外国直接投資の導入の歴史と同様に古

く，１９５０年代まで遡ることができる。政府の公表統計でそれを確認できる

のは韓国，台湾の両国のみであるが，両国とも最初の対外直接投資は５９年

に記録されている。韓国の場合は米国における不動産投資，台湾の場合はマ

レーシアにおけるセメント・プラントへの投資がそれに該当する。シンガポ

ール，香港に関しては東南アジア諸国の外国投資認可統計から，６０年代に

いくつかの対外直接投資実績があったことが確認できる。特に香港の場合は，

６９年に発生した香港暴動を契機にリスク分散を目的とする繊維資本がこぞ
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ってマレーシアなどへ投資をしたことが直接投資の始まりといわれている。

しかし初めに述べたように，NIESの対外直接投資が，先進諸国の注目を集

めるようになるのは７０年代からである。韓国企業による米国での販売拠点

の設立，台湾企業による米国における電子機器の現地生産化などの先進国向

け投資が増加したこと，政府が採用した高賃金政策（３）に対応してシンガポー

ル企業がマレーシアやインドネシアなど近隣諸国に大量に投資したことなど

がその内容であった。

しかしながらその後の対外直接投資は，金額ベースでみるかぎり１９８０年

代末まで緩慢な伸びにとどまっていたといえる。国内に絶対的に不足する天

然資源の確保，あるいは低コスト労働力の確保を目的とする対途上国投資が

主流であり，投資額もきわめて小規模であったことに加えて，次のような要

因から，とりわけ韓国，台湾の対外直接投資が伸び悩んだためである。すな

わち，�１外貨管理の必要性から対外直接投資が政府の管理の下に置かれてい

たこと，�２輸出産業の育成が進展するに伴って，国内において投資機会が急

速に拡大したことから，対外直接投資の必然性が相対的に希薄だったこと，

�３輸出産業・企業ともに成長過程にあり，全体的にみて対外直接投資を実施

するだけの経営余力に乏しかったことなどである。このためこの時期は，NIES

の対外直接投資の胎動期とみてよいであろう。

この時期の NIESの対外直接投資状況を日本のそれと比較すると，最も大

きな相違点は，その胎動期がきわめて長かったことである。日本の対外直接

投資は１９５０年代から再開されたが，早くも６０年代初めには最初の対外直接

投資のブームをむかえている。この時期の対外直接投資ブームは，対米直接

投資（主に販売会社の設置）と対東アジア直接投資（主に NIESにおける労働集

約型製品の生産および東南アジア諸国の輸入代替工業化に対応した消費財の生産），

資源保有国への資源開発投資などが牽引したものであり，投資地域，投資対

象分野ともに多様化が一気に進んだ。投資ブームが起きた要因としては，投

資主体である企業活動の国際化，企業の国際化を促した国際環境，海外直接

投資促進策としての各種政府助成策という三つの条件がこの時期に整ったこ
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とがあげられる。ただし当時の日本と NIESの経済発展段階の差，すなわち

企業の投資能力の差や国際収支上の制約の有無などを踏まえると，日本の対

外直接投資がこの時期に急激に拡大した要因として注目すべきは，上にあげ

た三つの条件のうち「企業の国際化を促した国際環境」であろう。すなわち，

日本の対外直接投資がこの時期に急増したのは，NIESおよび東南アジア諸

国など一部の途上国において工業化に寄与する外国直接投資の流入を奨励す

る機運が強まったこと，資源保有国で国際的な資源需要に対応するため資源

および川下工業の開発を急いだことなど，開発途上諸国において投資受入体

制が急速に整備されはじめたことなどによる。これら投資受入国の存在が，

手元流動性の高まりや為替管理の段階的自由化に伴って国際化志向を強めは

じめた企業の多国籍化を促す大きなプル要因となったといえる。

�２ 純対外直接投資国への転換（１９８０年代末以降）

各種統計を基に UNCTADが作成したデータ（UNCTAD, World Investment

Report２０００）によると，NIESの対外直接投資は，台湾を筆頭に１９８０年代末

から増加傾向に転じた後，９０年代に入り飛躍的に増大した（図１）。この点

を政府統計が整備されている韓国，台湾の直接投資認可統計でさらに確認す

る。韓国では６８年から８５年までの対外直接投資の認可累計額は８億７６００

万ドルにすぎなかったが，８９年に９億２６００万ドルと急増した後，９０年の１

年間で８５年までの認可累計額の約２倍の１６億２４００万ドルと激増し，９２年

にやや低迷するものの９３年から再び激増に転じ９７年にはついに５０億ドル

台を超えた。一方，台湾の対外直接投資（対中間接投資を除く）は，８７年に

対前年比で約２倍の１億ドルを記録した後，９０年には５２年から８９年まで

の投資認可累計額の２６倍の１５億５０００万ドルを記録し飛躍的に増大した。

この後も，９２年を例外として毎年１０億ドルを超える対外直接投資が認可さ

れている。８０年代末からの飛躍的な対外直接投資の増大によって，シンガ

ポールを除く NIESは対外直接投資額が対内直接投資額を上回る純投資国に

なった。正確には台湾が純投資国となったのは８８年，韓国は９０年である。
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２．対外投資地域と投資分野にみる特徴

１９８０年代末からの NIESによる対外直接投資の急増は，ASEAN４，中国

など東アジア向け投資の急増をベースとしている（表３）。一方，同じ時期，

日本でも対外直接投資ブームが起きた。６０年代の第一次直接投資ブーム，

対東アジア投資および貿易摩擦回避のための欧米向け投資により起きた７０

年代の第二次直接投資ブーム期を経て，円高を契機として生じた第三次直接

投資ブーム期をむかえたのである。ただし第三次ブームをリードしたのはそ

れまでのブーム期とは異なり，先進諸国向け投資の増大であった。これと対

比すると８０年代後半以降の NIESの対外直接投資ブームは日本の６０年代，

７０年代の二つのブーム期と似ているといえる。すなわち表３から NIESの

対外投資地域・国をみると，韓国を例外として東南アジア４カ国，中国およ

び NIESといった東アジア地域と中南米など開発途上国に集中している。８０

年代半ば以降，これら被投資国は輸出志向工業化政策への転換に伴い，外国

直接投資政策の自由化・規制緩和に着手したことから，投資余力を高めた NIES

企業の多国籍化を促すプル要因となったのである。

また表３からはいくつかの興味ある特徴がみてとれる。第１は，１９９０年

図１ NIES の対外直接投資の推移

（国際収支ベース）

（出所）UNCTAD, World Investment Report，各年版より作成。
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代に入り NIES間での相互投資が拡大していることである。相互投資の中心

地となっているのはシンガポールと香港である。東アジアで有数のビジネス

センターであるシンガポールおよび香港は，韓国および台湾企業による対外

直接投資のための資金調達拠点あるいは情報収集拠点などビジネス・センタ

ーとして活用されている。また香港は中国大陸への投資中継地，シンガポー

ルは東南アジア諸国への投資中継地としても活用されている。さらに９０年

代に入り NIESで情報通信や運輸，金融，流通分野などサービス産業分野に

おいて自由化，規制緩和が進んだことも，相互投資を活発化させた大きな要

表３ NIES の地域別・国別対外直接投資

（単位：１００万ドル）

被投資国

投資国 年

ASEAN
４

NIES 中 国 日 本 米 国 欧 州

韓 国

１９８６ １．７ ３．３ n.a. １．９ ５８．５ ５．６
１９９０ １０５．９ ９．２ １５．９ １０．９ ３４２．６ ９５．２
１９９５ ３９３．１ １１０．１ ８１４．４ １０５．１ ５３４．３ ６１１．２
１９９７ ３５１．１ ６１．６ ６０９．５ ６１．９ ６７１．４ ４３８．４

台 湾

１９８６ ７．７ ０．６ ４５．９ ０．０６ ４５．９ ０．２
１９９０ ５１９．７ ８１．３ ４２８．７ １．８ ４２８．７ ９６．２
１９９５ １８６．３ １３３．９ １，０９２．７ ８．８ ２４８．２ ５９．９
１９９７ ３２５．４ ３７２．２ １，６１４．５ ３２．３ ５４７．４ ５８．５

香 港

１９８６ １６８．７ １４０．９ n.a. ３９．０ ４１．０ n.a.
１９９０ １，６１４．９ ２３８．９ １，８８０．０ ６２．０ ２５９．０ n.a.
１９９５ ２，１３５．６ ２０４．６２０，０６０．４ ４０９．０ －１３４．０ n.a.
１９９７ ７３７．８ ３２１．７１８，２２３．３ n.a. ５７．０ n.a.

シンガポール

１９８６ ２７７．３ ７．３ １３７．４ n.a. １６９．０ n.a.
１９９０ １，０４９．６ ８６．７ １０３．５ n.a. ３７０．０ n.a.
１９９５ ２，０１９．１ １４０．６ ８，６６６．７ n.a. ２３２．０ n.a.
１９９７ ３，０７９．９ ４９５．４ ４，４６９．２ n.a. １，４４４．０ n.a.

（注・出所）韓国：韓国銀行連合会『海外投資統計年報』（実行額ベース）
台湾：経済部投資審議委員会『中華民国華僑及外国人投資・対外投資・対外

技術合作・対大陸間接投資・大陸産業技術引進統計月報』（認可額ベー
ス）

香港：受入国の認可統計（シンガポールを除く）
シンガポール：受入国の認可統計（香港を除く）
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因としてあげられよう。

第２は，香港を除くその他の NIESの投資先として，欧米地域をはじめと

する東アジア以外の地域もけっして無視できない投資額を記録していること

である。特に台湾の対中南米投資は，英領バージン諸島，同ケイマン諸島，

バミューダ諸島といった税金回避地（タックスヘイブン）に集中しており，

これら地域を活用して資金の流動性確保をはかることが目的である。

第３は１９９０年代半ば以降，対中投資が激増していることである。例えば

台湾の場合，大陸向け間接投資と東南アジア４カ国向け投資を比較すると，

５２年から９７年までの累計で見た東南アジア４カ国向け投資が７１９件，３１億

ドルであったのに対して，大陸向け間接投資は９１年から９７年までの累計で

２万３６２件，１１２億８００万ドルと，その大きさが際立っている（４）。

その他，表３には明示されていないが，東南アジア４カ国の対内直接投資

認可統計によると，NIESはそれぞれ異なった国に直接投資を集中させてい

るという特徴がみられる。すなわちシンガポールはマレーシア・インドネシ

アに，台湾はマレーシア・タイに，韓国はインドネシア・フィリピンへの集

中が特徴的である。このような特定国への直接投資の集中の原因については，

企業ベース，産業ベースの分析によって明らかにする必要があるがここでは

そこまで踏み込まない。ただしシンガポールの直接投資がマレーシアとイン

ドネシアに集中しているのは，シンガポール政府が提唱した「成長の三角地

帯構想」に沿ったものとみてよいであろう（５）。NIESの東南アジアの特定国

への直接投資の極端な集中は，これらの国においてそれまで最大の投資国で

あった日本を上回るという現象を引き起こした。すなわち台湾は１９９０年に

マレーシアにおいて，香港は９２年にタイにおいてそれぞれ日本をしのぐ最

大の投資国となった。

次に NIESの対東アジア直接投資の対象分野を，国別・業種別対外直接投

資統計を公表している韓国，台湾を事例に見てみよう。韓国の場合は，表４

にみるように東アジア以外の地域においても製造業の比率は高いが，特に

ASEAN４，中国ではその比率は７割を超えている。一方，北米や欧州で高
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い比率を記録している貿易業は東アジアではきわめて低いという特色がある。

また台湾の場合は，ASEAN４および中国では，韓国と同様に製造業向け投

資が最も多く，次いで金融保険業が続いている（表５）。両国の対外直接投資

の初期に盛んに行なわれた資源関連投資は，韓国の場合は ASEAN４と中南

米で製造業に次ぐ投資分野であるが，台湾ではインドネシア，中国で目立つ

くらいでそれほど大きな比重を占めていない。また東アジア諸国での製造業

向け投資を産業別に詳細にみると，韓国の場合は件数では繊維・衣服産業，

投資金額では電子通信産業が最大の投資分野となっている。台湾は投資金額

で見た場合，最大の投資分野が電子・電器機器産業であり，紡織・衣料産業

表４ 韓国の地域別・業種別投資の状況（１９９７年末認可累計額）

（単位：１００万ドル，％）

ASEAN４ 中 国 北 米 中 南 米 欧 州

鉱 業
３６０．６ １６．８ ２２１．８ ２０８．２ １０９．４
（１２．６） （０．３） （３．５） （１４．７） （２．７）

林 業
３０．６ ０．３ ０．５ ２７．２ １．５
（１．０） （０） （０） （１．９） （０）

水 産 業
８．９ ９．９ ２３．０ ６１．０ ５．７
（０．３） （０．２） （０．４） （４．３） （０．１）

製 造 業
２，０１２．４ ３，９１０．６ ２，２２５．３ ６８５．５ ２，１７８．８
（７０．１） （７９．２） （３５．４） （４８．５） （５３．９）

建 設 業
９５．３ １９２．７ １３７．１ １０．１ １５．０
（３．３） （３．９） （２．２） （０．７） （０．４）

運輸・倉庫
２．５ ７６．６ ２２．９ １７．９ １００．７
（０） （１．５） （０．４） （１．３） （２．５）

貿 易 業
２２．７ ３３．５ ２，５６２．１ １０６．９ １，０７４．４
（０．８） （０．７） （４０．７） （７．５） （２６．６）

そ の 他
３３６．７ ６９５．７ １，０９５．０ ２９７．５ ５５６．１
（１１．７） （１４．１） （１７．４） （２１．０） （１３．７）

合 計
２，８６９．７ ４，９３６．１ ６，２８７．９ １，４１４．３ ４，０４１．６
（１００．０） （１００．０） （１００．０） （１００．０） （１００．０）

（出所）表３に同じ。
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がこれに続いている。

Ⅲ 対外直接投資の特質

１．対外直接投資の拡大要因

ここでは NIESの対外直接投資の特質を明らかにするため，１９８０年代末

以降，対外直接投資が飛躍的に拡大した要因を，国内経済要因とその他の要

因に分けて検証する。

表５ 台湾の国別・業種別投資の現状（１９９７年末認可累計額）

（単位：１００万ドル）

タ イ
マレー
シア

シンガ
ポール

フィリ
ピン

インド
ネシア

中 国

一 次 産 業
０．７ ０ ０ ３．８ ２２．８ １２１．７
（０．１） （０．０） （０．０） （０．８） （４．５） （１．１）

製 造 業
６９７．７ １，２９２．０ １６９．３ ４７０．３ ４６０．５ １０，１１５．２
（７１．３） （９４．２） （２４．６） （９５．１） （９０．４） （９１．５）

建 設 業
１１．６ ７．２ ０ ０ ０ ２８．１
（１．２） （０．５） （０．０） （０．０） （０．０） （０．３）

貿易・運輸業
１３．０ ２９．９ ２７５．７ ２．９ ９．２ ３８６．３
（１．３） （２．２） （４０．０） （０．６） （１．８） （３．５）

金融保険業
２３６．５ ２９．７ ２３６．５ １６．８ １３．６ ２４．１
（２４．２） （２．２） （３４．３） （３．４） （２．７） （０．２）

サービス業
６．６ １２．６ ６．６ ０．５ ２．０ ３３５．９
（０．７） （０．９） （１．０） （０．１） （０．４） （３．０）

そ の 他
１８．６ ０ ０．５ ０ １．１ ４４．０
（１．９） （０．０） （０．１） （０．０） （０．２） （０．４）

合 計
９７８．１ １，３７１．４ ６８８．６ ４９４．３ ５０９．２ １１，０５５．３
（１００．０） （１００．０） （１００．０） （１００．０） （１００．０） （１００．０）

（出所）表３に同じ。
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�１ 国内経済要因

対外直接投資のプッシュ要因としては，以下の４点の国内経済要因が注目

される。すなわち�１国内貯蓄率が上昇したことによる資本自立化の達成，�２

貿易収支の黒字化を受けた外貨管理政策の緩和，�３労働力不足，労働コスト

の上昇による構造調整圧力の高まり，�４輸出環境の悪化（為替レートの切上

げ圧力，貿易摩擦の激化，米国における一般特恵関税制度の廃止）である。

この四つの対外投資プッシュ要因は，いずれも１９６０年代から７０年代を通

じて強力に推進された輸出志向工業化と，これを通じて達成された高度経済

成長に起因するマクロ経済環境の変化を示すものであり，NIES企業の対外

直接投資促進の最も重要なプッシュ要因となったといえる。第１点に関して

は，外国資金（外国直接投資および借款）の導入によって経常収支の赤字を補

�しながら輸出志向工業化を推進した NIESは，８０年代半ばを境に国内貯

蓄率が投資率を上回るようになり，資本の自立化を達成した。これは，輸出

の増大が生産力を強化させそれが輸出の高付加価値化を促進し，さらに輸出

が拡大するという好循環メカニズムが形成された結果である。

またその結果として第２点の貿易収支の黒字化も実現された。NIESのな

かで最も早く１９７０年半ばに黒字を達成したのは台湾であり，次いで韓国，

シンガポールも８０年代半ばには黒字化を達成した。

しかし他方で輸出生産能力の増大とそれに基づく高度経済成長により，も

ともと労働力供給源が乏しい NIES諸国では第３点にあげた低賃金労働力の

急速な枯渇とその結果としての労賃の急速な上昇という事態に直面した。ま

た韓国，台湾では経済発展に伴い賃上げを要求する労働運動が１９８０年代に

入り年を追うごとに高まり，労使関係が悪化しはじめた。労働力不足と労賃

の上昇，労使関係の悪化は，低生産コストを武器にした輸出産業のさらなる

発展に大きな阻害要因となった。

さらに対外的にも NIESの輸出産業は大きな困難に直面した。急激な輸出

増加と強い輸出競争力のために，第４点にあげたように国際市場において強

烈な輸出抑制圧力に直面したのである。とりわけ NIESの最大の輸出市場で
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あった米国は，NIESからの労働集約的製品に対して，輸入クォーター制度

や輸出自主規制の導入に加えて，１９８９年１月から GSP（一般特恵関税）の供

与撤廃とともに市場開放や為替レート切上げの圧力をも強めた。その他の先

進諸国でも，NIESに対する貿易上の優遇政策を見なおす動きが強まった。

以上のように NIESの対外直接投資は，マクロ経済面からみればそれまで

の圧縮型輸出志向型工業化の帰結ともいえる対外貿易摩擦の発生および国内

での急速な生産要素価格の変化による産業構造調整圧力の高まりから生じた

ものであり，１９７０年代以降の日本の対外直接投資の拡大要因とほぼ似てい

るといえる。

以上みてきたように，１９８０年代末以降の NIES企業の急速な多国籍化は，

圧縮型経済発展と輸出志向型工業化の帰結ともいえる国内での生産要素価格

の急激な変化，および貿易摩擦の激化を背景とする構造調整圧力の高まりを

最大の要因としており，その結果としての輸出プラットフォームの大規模な

国外シフトといえる。

�２ その他の要因

① 政府による対外直接投資の奨励

上記したような輸出企業が直面した内外経済環境の急速な悪化は，企業活

動に大きな影響を与えただけでなく，各国・地域の対外直接投資政策にも大

きな変更を迫る要因となった。特に韓国・台湾政府は，既述したように長期

間にわたって対外直接投資を政府の管理下においてきた。しかし１９８０年代

後半以降，政府は先進諸国の保護主義・貿易摩擦の激化に対応し，かつ輸出

を補完する手段あるいは産業構造調整の手段として対外直接投資の役割を再

認識し，対外直接投資を自由化あるいは奨励すべきものへと政策を大きく転

換させただけでなく，対外経済戦略の一手段としても対外直接投資を積極的

に奨励するようになった。

また国際ビジネスセンターとしての発展を目指すシンガポールは，１９８８

年に国際投資計画を策定し，対外直接投資の促進を中核とする「リージョナ
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リゼーション」を新たな国家発展戦略の一つに掲げた。リージョナリゼーシ

ョンとは，自国の国際ビジネスセンターとしての発展は周辺地域の経済発展

に依存するという認識の下，周辺地域の経済発展のためにはシンガポール企

業の対外直接投資が不可欠であるという方針を示したものである。シンガポ

ール政府はこのリージョナリゼーションを早期に実現に移すため，インドネ

シアや中国など低賃金労働力の豊富な国において，シンガポール企業の受け

皿としての工業団地を政府資金によって整備した。

② 受入国側の直接投資プル要因

NIES諸国が為替管理の自由化をはじめとして対外直接投資の規制緩和と

奨励に踏み切ったその時期，投資受入国の側も外国直接投資を導入するため

の環境整備に努めていた。ASEAN４では１９８０年代半ば以降，外国直接投

資の自由化・規制緩和を進めると同時に，直接投資のいっそうの量的拡大を

はかるため，競って輸出加工区や工業団地を整備する一方，投資誘致ミッシ

ョンを東アジア各国に毎年のように派遣した。また７８年以降，改革・開放

政策によって外国直接投資を奨励してきた中国は，８９年の天安門事件によ

る外国直接投資の停滞を打破するため，９２年の初めに�小平が南巡講話を

発表し，改革・開放政策が後戻りしないことを世界に喧伝した。NIESに近

接するこれら諸国における外国投資の奨励と投資環境整備が新たな生産基地

を求める NIES企業の投資意欲を高めたことはいうまでもない。また NIES

企業が東アジア地域への投資を拡大させた要因として，NIESおよび ASEAN

４における華僑・華人企業の存在は無視できない。特に ASEAN４の華僑・

華人企業は，８０年代後半以降の高度経済成長のなかで大きな経済力をもつ

にいたり，NIES企業のパートナーとして台頭した。華僑・華人企業の存在

が，NIES企業が政治・経済体制の相違から生じる投資上の困難を乗り越え

る大きな要因となったことは，シンガポールを中核とする成長の三角地帯，

香港を中核とする華南経済圏，台湾を中核とする両岸経済圏など東アジア経

済のダイナミズムを高める役割を担った局地経済圏が次々と生み出されたこ

とでも明らかである。
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以上見てきたように，１９８０年代末以降の NIESの対外直接投資の特質は，

製造業を中心として東アジア地域への傾斜を強めたことである。このような

動きは，その受入国である ASEAN４，中国の産業構造，貿易構造にきわめ

て大きな影響を与えた。以下ではその影響を明らかにする。

２．東アジア経済の変容と NIESの役割

１９８０年代半ばからアジア通貨危機発生までの約１０年間，東アジア地域で

はそれまでにみられなかった大きな変化が次々と起きた。第１点は８０年代

後半以降東アジア地域のなかから新たな高成長国が次々と出現し，地域全体

が高成長地域となったことである。第２点は新たな高成長国として登場した

ASEAN４と中国において，外国直接投資の受入れと貿易の両面で，それま

での日本に加えて NIESの存在が急速に高まり，その結果として産業構造・

貿易構造が不断に変化しはじめたことである。第３点はその結果として，東

アジア地域において域内依存度が急速に高まりはじめ，東アジア経済のダイ

ナミズムが観察されたことである。

青木はこのような１９８０年代後半以降の東アジアの成長メカニズムを，日

本と NIESによる直接投資の地域化によって形成された国際生産ネットワー

クの展開に求め，東アジアが地域単位でこの成長メカニズムを作ることに成

功したためであると述べている（６）。

表６をもとに東アジア経済の相互依存関係の創出とその深化に果たした NIES

の対外直接投資の役割を検証しよう。表６から東アジアの国・地域別貿易動

向をみると，１９８０年代半ば以降，年を追うごとに先進国のウェイトが低下

する一方で，アジアのウェイトが著しい上昇を示している。９６年時点で東

アジアの域内貿易は輸出で２７．４％（日本を入れると４０．６％），輸入で２４．６％

（日本を入れると４５．２％）となり相互依存関係は緊密化を深めている。このよ

うな域内貿易の拡大は，対外直接投資を契機とした NIESと東南アジアおよ

び中国との貿易のウェイトの急速な上昇と，NIES企業による輸出プラット
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フォームのシフトを契機とする東アジア地域における国際分業のダイナミッ

クな再編に起因するものである。

このような東アジア地域における域内貿易のウェイトの高まりは，地域全

体で同時に起きたわけでなく，まず１９８０年代半ばに NIESから始まった。

�１ NIESの貿易構造の変化

１９８０年代前半までの NIESの貿易構造は，機械類・雑製品を中心に，輸

出面では対米と対日のウェイトが，輸入面では日本へのウェイトがきわめて

高かった。急速な円高で価格競争力をつけた NIES製品が米国市場で日本の

シェアを奪うとともに対日輸出で有利になったためである。一方，対円レー

トの切下げが輸入価格の上昇要因になったにもかかわらず，米国，日本から

の輸入が増大した。輸出拡大に伴い中間財輸入需要が増大したこと，それま

での高成長の結果として輸入耐久消費財に対する国内需要が高まったためで

ある。このような状況を踏まえて通商白書は，「NIES・日・米の３極間での

補完的な供給体制が急速に形成されるようになった」と表現した（通商産業

省『通商白書 平成４年版』１３３ページ）。しかし９０年代に入るとこのような

３極間の補完的供給体制は変化しはじめる。NIES国内における生産要素価

格の急速な上昇と通貨の急激な切上げを直接的な要因として，雑製品，労働

集約的機械製品の国際競争力が急速に失われ，対先進国向け輸出シェアが低

下する一方，国内における産業構造高度化の結果，資本財，中間財の輸入が

ほとんど変化しなかったためである。しかし，東アジアへの対外直接投資が

急増した９０年代後半以降は，輸出・輸入双方で対東アジア貿易のシェアが

日米を上回って急速に上昇しはじめる。９６年時点で東アジア地域は NIES

にとって，輸出で２３．４％，輸入で２１．２％と世界最大の貿易相手国となって

いる。８５年に比べて大幅に伸びていることがわかる。

�２ ASEAN４の貿易構造の変化

１９８０年代半ば以降の外国直接投資の激増により，輸出志向型の発展軌道
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表６ アジアの地域別・年次別貿易の推移

（輸出） （単位：１００万ドル）

輸出先
輸出元 世 界 アジア

（NIES＋ASEAN）
日 本 米 国 その他

年 輸出額 ％ 輸出額 ％ 輸出額 ％ 輸出額 ％ 輸出額 ％

アジア

１９８５１８７，０９３１００ ３８，７４６ ２０．７ ３１，７２２ １７．０ ５１，０５５ ２７．３ ６５，５７０ ３５．１
１９９０４１５，４４６１００１０４，７５６ ２５．２ ６０，５０２ １４．６ ９４，０８９ ２２．７１５６，０９９ ３７．６
１９９５８７０，８３７１００２４０，０１２ ２７．６１１２，８３０ １３．０１７３，０８０ １９．９３４４，９１５ ３９．６
１９９６９０５，７８８１００２４８，３０７ ２７．４１１９，７４６ １３．２１７５，８３６ １９．４３６１，８９９ ４０．０

NIES

１９８５１１４，００１１００ １７，４２２ １５．３ １１，４２９ １０．０ ３９，６８９ ３４．８ ４５，４６１ ３９．９
１９９０２６６，９０２１００ ５０，８６４ １９．１ ３０，２７２ １１．３ ７２，１３８ ２７．０１１３，６２８ ４２．６
１９９５５２８，６４３１００１２５，１００ ２３．７ ５０，０２１ ９．５１０９，９６６ ２０．８２４３，５５６ ４６．１
１９９６５５１，５２４１００１２８，７７４ ２３．４ ５１，５０９ ９．３１０９，９６７ １９．９２６１，２７４ ４７．４

ASEAN

１９８５ ４５，７４２１００ １１，３６３ ２４．８ １４，２０２ ３１．１ ９，０３０ １９．７ １１，１４７ ２４．４
１９９０ ８６，４５３１００ ２２，４５０ ２６．０ ２１，０２０ ２４．３ １６，６３７ １９．２ ２６，３４６ ３０．５
１９９５１９３，４１４１００ ６０，１２９ ３１．１ ３４，３４３ １７．８ ３８，３７０ １９．８ ６０，５７２ ３１．３
１９９６２０３，１９８１００ ６７，２３８ ３３．１ ３７，３６３ １８．４ ３９，１８４ １９．３ ５９，４１３ ２９．２

中 国

１９８５ ２７，３５０１００ ９，９６１ ３６．４ ６，０９１ ２２．３ ２，３３６ ８．５ ８，９６２ ３２．８
１９９０ ６２，０９１１００ ３１，４４２ ５０．６ ９，２１０ １４．８ ５，３１４ ８．６ １６，１２５ ２６．０
１９９５１４８，７８０１００ ５４，７８３ ３６．８ ２８，４６６ １９．１ ２４，７４４ １６．６ ４０，７８７ ２７．４
１９９６１５１，０６６１００ ５２，２９５ ３４．６ ３０，８７４ ２０．４ ２６，６８５ １７．７ ４１，２１２ ２７．３

（輸入） （単位：１００万ドル）

輸入先
輸入元 世 界 アジア

（NIES＋ASEAN）
日 本 米 国 その他

年 輸入額 ％ 輸入額 ％ 輸入額 ％ 輸入額 ％ 輸入額 ％

アジア

１９８５１８６，６６１１００ ３３，３５１ １７．９ ４８，２９７ ２５．９ ２９，２３５ １５．７ ７５，７７８ ４０．６
１９９０４１７，３２３１００ ８９，３２３ ２１．４ ９２，９８１ ２２．３ ６６，２０３ １５．９１６８，８１６ ４０．５
１９９５９０５，６５９１００２１８，３２１ ２４．１２０６，８７７ ２２．８１３１，６０３ １４．５３４８，８５８ ３８．５
１９９６９５０，５５８１００２３３，７８２ ２４．６１９５，５１３ ２０．６１３８，６３７ １４．６３８２，６２６ ４０．３

NIES

１９８５１０７，２２２１００ １９，０９９ １７．８ ２４，４４３ ２２．８ １８，０３８ １６．８ ４５，６４２ ４２．６
１９９０２６７，５９７１００ ４９，０４２ １８．３ ６０，１０６ ２２．５ ４６，００７ １７．２１１２，４４２ ４２．０
１９９５５５５，８３７１００１１９，３１１ ２１．５１１７，７８２ ２１．２ ８４，７８２ １５．３２３３，９６２ ４２．１
１９９６５８２，７６４１００１２３，３１１ ２１．２１０９，７６２ １８．８ ９０，４９６ １５．５２５９，１９５ ４４．５

ASEAN

１９８５ ３７，１８７１００ ８，３６１ ２２．５ ８，６７６ ２３．３ ５，９９８ １６．１ １４，１５２ ３８．１
１９９０ ９６，３８１１００ ２２，４５４ ２３．３ ２５，２１９ ２６．２ １３，６０５ １４．１ ３５，１０３ ３６．４
１９９５２１７，７３８１００ ５２，８２３ ２４．３ ６０，０８８ ２７．６ ３０，６９８ １４．１ ７４，１２９ ３４．１
１９９６２２８，９５６１００ ６０，６２７ ２６．５ ５６，５６７ ２４．７ ３１，９８６ １４．０ ７９，７７６ ３４．８

中 国

１９８５ ４２，２５２１００ ５，８９１ １３．９ １５，１７８ ３５．９ ５，１９９ １２．３ １５，９８４ ３７．８
１９９０ ５３，３４５１００ １７，８２７ ３３．４ ７，６５６ １４．４ ６，５９１ １２．４ ２１，２７１ ３９．９
１９９５１３２，０８４１００ ４６，１８７ ３５．０ ２９，００７ ２２．０ １６，１２３ １２．２ ４０，７６７ ３０．９
１９９６１３８，８３８１００ ４９，８４４ ３５．９ ２９，１８４ ２１．０ １６，１５５ １１．６ ４３，６５５ ３１．４

（出所）IMF, Direction of Trade Statistics，各年版。
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に乗った ASEAN４では，貿易量の拡大と貿易構造の高度化が同時に進行し

た。輸出面では非工業製品のシェアが大幅に低下し，替わって機械類，雑製

品，資源加工製品のシェアが急上昇した。一方輸入面でも機械類などを中心

に工業製品のシェアが急上昇した。貿易構造の変化に伴い９０年代に入り貿

易相手国にも大きな変化がみられた。輸出面では非工業製品輸出が減少した

ため輸出先としての日本のシェアが減少し，NIESなど東アジアのシェアが

高まりはじめたのである。ただし ASEAN４に進出した日系企業による対米

迂回輸出の増大を主因として輸出面での米国のシェアはそれまでと比べて大

きな変化はみられない。しかし輸入面では米国のシェアが減少し，代わって

日本，NIESおよび東南アジアからの輸入の伸びが著しい。これら諸国から

の域内直接投資の増大に伴い輸入が増大したためである。

�３ 中国の貿易構造の変化

中国は１９７０年代末に改革・開放政策に転じ，外国直接投資と貿易を通じ

て国際経済との連携を強めるなかで，市場経済への移行を急速に進めてきた。

８０年代から９０年代にかけて中国沿海地域は NIES，日本の直接投資によっ

てこれら諸国に代わって輸出向け軽工業生産基地としての役割を担うことで

東アジアとの貿易関係を強めた。８５年以降，中国の輸出入に占める東アジ

ア地域のウェイトは５０％から６０％を占めていた。しかし９０年代後半に入

ると労働集約産業と国内市場向けの対内直接投資の抑制策がとられたこと，

技術力・価格競争力が向上したことなどから軽工業製品に加えて資本集約・

技術集約製品のウェイトが高まり，それに伴い輸出において米国のウェイト

が急速に高まっていることが注目される。

以上見てきたように，東アジア地域においては１９８０年代後半からそれま

での成長核としての日本と NIESに ASEAN４と中国が加わり，これら諸国

の発展に伴って，域内貿易が拡大し域内の相互依存関係の創出とその深化に

よって，この地域は求心力の強い一つのまとまった工業圏へと変貌した。そ

こでは日本以上に NIESからの外国直接投資が大きな役割を果たしたといっ
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てよいであろう。

Ⅳ 通貨・金融危機後の対外直接投資の動向とその含意

――むすびに代えて――

これまでに述べてきたように，１９８０年代以降 NIESは，先進諸国から

ASEAN，中国などへの直接投資を仲介する役割を担うと同時に，直接投資

の出し手としてこれら諸国の経済発展を促進するという主体的な役割を担っ

てきた。特に NIESの直接投資は，製造業を中心に拡大したため，これら諸

国の工業化を促進すると同時に，域内貿易の拡大を通じて域内経済の一体化

を早め，各国の経済成長の加速と貿易の拡大に貢献した。また NIESの直接

投資国としての台頭は，東アジア諸国を貿易依存の時代から直接投資依存の

時代への移行を促すことによって，対外貿易摩擦の緩和にも大きく貢献をし

た。

しかし１９９７年７月に発生した通貨・金融危機は，東アジアの直接投資主

導型経済発展に冷水を浴びせるものとなった。通貨・金融危機が，域内投資

と域内貿易という二つの経路を通じてまたたく間に東アジア地域全体に波及

し，各国経済に大きな打撃を与えただけでなく，域内投資・域内貿易が急速

に収縮したためである。危機発生から経済回復の兆しが見えはじめるまでの

期間，各国は構造改革に取り組む一方で，通貨下落を活用し輸出主導による

経済回復に努めた。その過程で各国では外国直接投資に対する期待が従来以

上に高まり，自由化・規制緩和が発展した。ASEAN４，中国では，産業構

造高度化による輸出競争力の強化が，NIESにおいても産業構造の高度化と

金融部門をはじめとする構造改革の推進が，外国直接投資の最大の誘致目標

となった。この結果 NIESは，９９年以降韓国，台湾を筆頭に過去最大の外

国直接投資の導入に成功した。一方この間 NIESの対外直接投資は減退した。

表１と同じ UNCTADのデータによって，１９９７年以降の世界における NIES
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の対外直接投資の地位をみると，世界の対外直接投資フローに占める NIES

のシェアは，通貨危機直後の９８年には３．７％，９９年には３．０％まで低下し，

経済が回復した２０００年に入りようやく６．７％までもちなおした。NIESの

対外投資国としての地位の低下は，先進諸国の対外投資が９８年以降も順調

に増大したことが最も大きな要因であるが，危機によって打撃を受けた NIES

企業の投資余力が，急速に低下したことも大きな要因であった。

一方，世界の対内直接投資に占める NIESのシェアは，１９９８年３．８％，９９

年４．２％，２０００年は６．７％となり，NIESが産業構造高度化および構造改革

を目的に，自由化・規制緩和を積極的に推進したことを示している。

ところで NIESの対外直接投資は，２０００年から急速に回復するが，対外

投資先は９７年までと比べると大きな変化がみられる（表７）。

変化の第１は，東アジア地域向けで ASEAN４への直接投資が減退し，代

わって中国と NIES間の相互投資が増大していることである。ASEAN４向

けでは，韓国，台湾からの急減が著しいが，シンガポール，香港からのそれ

もこれまでのような勢いはみられない。一方中国への直接投資を増大したの

は，香港，シンガポール，台湾の華人国家である。

変化の第２は，韓国，台湾を筆頭に，米国，欧州，中南米などアジア地域

以外への直接投資が急増していることである。

このような危機発生以降の投資先の変化は，どのような要因により生じた

のであろうか。また NIES企業の対外直接投資戦略はどのように変化したと

みるべきであろうか。変化要因の一つは，生産コストと成長する市場双方で

大きな潜在力を示した中国の存在であろう。周知のように NIES産業は，価

格競争力に依存して世界貿易のなかでシェアを拡大してきた。しかし内外市

場での NIESと中国の競合状況は日増しに高まっている（７）。このため NIES

企業は ASEAN４と比べて相対的に低コスト生産国である中国を活用して，

再び価格競争力を高めるという防衛的戦略をいっそう強化したものとみるこ

とができよう。

もう一つの要因は，グローバル化の急進である。欧米諸国への直接投資の増
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大は，国際市場において競争力ないしは基礎体力のある企業が，自社の基盤強

化と利潤獲得を目的として，戦略的投資をより強めはじめた結果とみること

ができよう。先進諸国企業に比べて基礎体力の面で劣っている NIES企業に

とって，欧米諸国での対外直接投資の成否は，企業の命運を握るものである。

先進国企業への脱皮をとげるための挑戦が，本格的にスタートしたといえる。

NIES企業の投資先変化は，ASEAN４，中国といった後発工業国企業の

NIES企業へのキャッチアップの早さを示すとともに，東アジア地域のみな

らず世界的に外資獲得競争，市場競争がいっそう激化していることを示して

いる。

注�１ １９７０年代から８０年代にかけて開発途上国の多国籍化に関する網羅的な研究

表７ 通貨危機後のNIES の地域別・国別直接投資動向

（単位：１００万ドル）

投資先

投資国 年

ASEAN
４

NIES 中 国 中南米 米 国 欧 州

韓 国

１９９７ ３４４．７ ６１．６ ６１３．２ ２４４．２ ５８２．２ ２４４．２
１９９８ ２１５．９ ４０１．５ ６１９．４ １９７．５ ７１５．６ １９７．５
１９９９ １３８．２ ３５５．５ ２０３．４ １５９．５ ８８４．０ １５９．５
２０００ ８１．５ ２７５．７ ２４２．６ １，４３４．９ １，３９１．３ １，４３４．９

台 湾

１９９７ ３２５．４ ３７２．２ ４３３．４ １，３６４．６ ５４７．４ １，３６４．６
１９９８ ２０９．２ ２４８．６ ２，０３４．９ ２，０３５．１ ５９８．６ ２，０３５．１
１９９９ １６３．１ ５０５．７ １，２５２．８ １，８１３．５ ４４５．２ １，８１３．５
２０００ １１５．８ ３６０．１ n.a. ３，０７９．４ ６８１．６ ３，０７９．４

香 港
１９９７ ７３７．８ ３２１．７２０，６３２．０ n.a. ４７．０ n.a.
１９９８ １，３５９．０ ３１２．９１８，５０８．４ n.a. １５３．０ n.a.
１９９９ ５６６．９ ６２２．１１６，３６３．０ n.a. �９１．０ n.a.

シンガポール
１９９７ ３，０７９．９ ４９５．４ ２，６０６．４ n.a. １，９３１．０ n.a.
１９９８ ２，０３７．３ １，４２３．５ ３，４０３．９ n.a.�１，０１３．０ n.a.
１９９９ １，６９８．２ ８０５．４ ２，６４２．５ n.a. �５４４．０ n.a.

（出所）表３に同じ。
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書が次々と発表された。代表的な研究に Agmon & P. Kindleberger（１９７７）,
Kumar & Mclead（１９８１）, Wells（１９８３）, Khan（１９８６）, ESCAP／UNCTC（１９８８）
等。
�２ 圧縮型発展に関しては，渡辺（１９８６）を参照のこと。
�３ シンガポールは産業構造高度化を強制的に実現するため，あえて１９７７年か
ら３年間賃金の大幅引上げを断行した。
�４ 台湾企業の対中投資の激増によるリスクを防止するため，台湾政府は１９９３
年に東南アジア諸国への外国直接投資を奨励する「南向政策」を発表した。
�５ シンガポール政府は，国内の比較喪失産業の移転による周辺諸国の輸出工
業化を促進するため，隣接するインドネシアのリアウ州とマレーシアのジョ
ホール州から形成される「成長の三角地帯構想」を発表した。同構想の詳細
とその効果は，糸賀（１９９４）第５章を参照のこと
�６ 平川（１９９６）第８章。青木（２０００）。
�７ 中国の台頭による NIESへの影響については，丸屋豊二郎・石川幸一（２００１）
第１０章から第１３章を参照のこと。
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